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 新入教職員の皆さま、北海道大学へ就職おめでとうございます。北海道大学は、北

海道唯一の総合大学として重要な社会的責務を負った大学ですが、人事院勧告に基づ

く賃上げの不実施や非正規研究員10年・職員5年雇い止め、長時間の時間外労働、非

正規職員に本来支払われるべき手当等の不支給など、さまざまな労働問題が存在しま

す。個人としても、理学部「追い出し部屋」問題に象徴される一方的な雇い止め（事

実上の退職強要を含む）や各種ハラスメントなどのトラブルに巻き込まれる可能性も

あります。 

 北大職組は、ほとんどすべての教職員が加入できる労働組合です。直近では、一部

職員のベースアップを含む教職員の賃上げ、非常勤講師を対象とした出講手当の実現、

赴任旅費（引っ越し手当）の実費支給、職員宿舎居住条件の拡充、病院研修医への期

末・勤勉手当と住宅手当の未払いを大学に認めさせ今後の支給を約束させるなどを実

現しています（詳細は北大職組のホームページ参照）。北大職組は組合費で支えられ

ているため、ぜひ組合に加入をお願いいたします。なにか労働に関するトラブルがあ

りましたら、北11条西６丁目のテニスコート脇にある組合書記局へお越しください

（秘密厳守、相談無料）。 

北海道大学教職員組合 

執行委員長 清水池 義治 

 

 
 
 
 
 
 
 

 ５月１日は「メーデー」「国際労働者の日」

等と呼ばれる労働者の祭典の日です。中島公

園や大通り公園で道労連や連合が集会を催し

ていますが、世界各国で労働組合が様々な催

しを行う日に北海道大学教職員組合としても

独自のアピールをしようと、昨年度は組合加

入勧誘をチラシ配りをしました。 

 今年も正門前など

でチラシ配りを企画

しています。後日メ

ール等で案内いたし

ますので、ぜひご参

加をよろしくお願い

いたします！ 
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北海道大学教職員組合  
【電話】011-746-0967（FAX兼用） 

    内線：2083、3994      
HP：https://hokudai-shokuso.sakura.ne.jp/ 
メール：kumiai@hokudai-shokus.sakura.ne.jp 
 

 

 

５月１日メーデーの勧誘チラシ配り今年もやります！ 
（ご協力お願いいたします！） 

https://hokudai-shokuso.sakura.ne.jp/20250501mayday-join-us.pdf
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 防衛装備庁が公募する安全保障技術研究推進制度に 2024 年度に北海道大学から 2 件の新規採択

があったことが報道され注目を集めました。その一方で、国家プロジェクトとして軍事・防衛研究の

一端を担っている制度に「経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）」というものがあり

ます。この「K Program」には「民生・防衛目的が両立する技術の育成」が期待されており、それ

はその研究開発構想に「サイバー防御」「暗号技術」「小型無人機の自律制御」といった軍事技術に容

易に転用可能なものが含まれることからも確認できます。本組合では複数の国立大学（筑波大学、名

古屋大学、京都大学、等）がこのプログラムへの応募に対して大学による事前審査等を設けているこ

とと、2024 年 10月時点において本学にそのような審査制度が無いことを確認した上で、本学におけ

る研究の健全性・公正性(研究インテグリティ)を確保するために本学においてもこのプログラムへの

応募に対して事前審査制度を設けるよう、大学に対して 2024年 10 月 30日付けで要望書を提出しま

した。しかし大学は 2025 年 3月 27 日に「当面は事前審査は不要」とする回答を本組合に対して行

いました。その根拠として大学は、現時点で大学が事前審査を行うものはあくまで「国内外の軍事・

防衛を所管する公的機関」からのものであり、K Programの配分機関となっている NEDOや JST

はこれに該当しないこと等を挙げました。 

 今回、北海道大学がK Program応募時の事前審査を否定したことを受けて本組合は、北海道大学

における軍事的安全保障研究について一つの懸念を持ちました。それは「北海道大学は軍事研究を実

施しないと言っているが、はたして北海道大学で実施できない軍事研究が本当にあるのだろうか」と

いう懸念です。現状で北海道大学では、防衛装備庁の安全保障技術研究推進制度に対しては学内の研

究インテグリティ委員会の審査を経ることで応募ができます。K Programに対してはそもそも無審

査で応募でき、この体制を維持する意向であることも今回確認いたしました。日本においても重工業

企業などを含む「軍需企業」は一定数存在しますが、それらとの共同研究に関しては部局決裁で締結

ができ、全学的な審査制度がありません。外国の軍事機関や軍需企業からの契約についてはさすがに

安全保障輸出管理等によるチェックがあるものの、少なくとも国内機関・国内企業との軍事的安全保

障研究については民生技術を研究内容に 0.1%でも入れれば研究を実施できると組合は理解していま

す。仮にこれが推測であったとしても、「審査制度有りと言えども防衛装備庁の研究助成制度への応

募自体は可能」でさらに「K Program への応募は無審査」である北海道大学が大学として国内で「最

先端」の軍事的安全保障研究の実施体制を持っていることは確実です。 

 本記事では本学における軍事的安全保障研究実施の是非には触れません。しかし上記のような研究

実施体制を持つ本学を仮に誰かが「軍事研究の北海道大学」と呼んだとして、それを明確に否定する

材料は本学にはないように思われます。大学は「軍事研究をしない」と言っています。しかし、「黒

を認めない」と公言しても、「黒に一滴の白を混ぜればそれは黒ではない」と言えるなら、それは実

質的に黒を認めていると言わざるを得ません。               （書記長・岡坂） 
 
 

～ 「経済安全保障重要技術育成プログラム(K Program)」の事前審査を否定 ～ 
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 大変喜ばしいニュースをお伝えすることがで

きます。かねてより本組合が大学に対して求め

ていた「札幌市内に在住する非常勤講師に対す

る通勤費用の支給」について、大学が 2025 年４

月から「非常勤講師出講手当」を創設し、出講１

日につき 700 円の手当が支給されることとなり

ました。 

 この労使交渉の発端はとある組合員の疑問で

した。自身が受入教員となっている非常勤講師

が、短時間勤務職員として雇用されているにも

関わらず「札幌市内」在住の場合になぜか通勤手

当が支給されないことに気付きました。そして

そのことの根拠を部局事務に質問しても、「その

ような取り扱いになっている」といった回答し

かなされなかったため、組合執行部に相談が持

ち込まれました。 

 この相談を受けて組合執行部は、2023 年 11

月に「質問書」でもって札幌市内在住の非常勤講

師に通勤手当を支給しない根拠を大学に尋ねま

した。大学は 12 月に、「旅費」として通勤経費

を負担している「通例」があったものの、通勤手

当を不支給とする根拠はなかったと回答。しか

し同時に、この通勤手当不支給がどのくらいの

規模で存在しているかの実態調査を繁忙期の後

の翌年 4月から実施する旨を組合に伝えたため、

組合としても実態調査と手当支給状況の改善を

待つこととしました 

 その後の 2024 年 9 月に大学は実態調査の結

果を組合に対して通知。この結果を受けて組合

は 10 月に非常勤講師に対する「通勤手当相当分

の金銭」を支給するよう求める「要望書」を正式

に提出しました。これに対し大学は 11 月に、過

去の未払い分の通勤手当は「2020年度から2024

年度」の期間分を希望者に「通勤手当」として支

給し、さらに 2025 年度は通勤手当に代わる代替

措置を創設する予定を回答しました。この回答

を受けて組合は大学による状況の改善を待つこ

ととし、そしてその後に「非常勤講師出講手当」

が創設されることが判明したため、2025 年 3月

に一部条件（最終的に遡及して通勤手当を支払

らうこととなった件数を組合へ報告することな

ど）をつけた上でこの手当の創設により札幌市

内在住の非常勤講師に対する通勤経費の支給問

題は解決したものと扱うことを大学に伝えまし

た。 

 本件はそもそも就業規則外の取り扱いがあっ

たものの、組合員から組合執行部を通じた大学

への要望と大学当局による問題解決（特に新た

な手当創設という非常に建設的な解決）が円滑

に進んだ好例と言えます。かかる労使交渉も教

職員組合という存在があってこそであり、今後

もさらに教職員一人一人が持つ疑問を具体的な

職場改善へとつなげていきたいと思います。 

 なおもしも皆さまの周りに札幌市在住であっ

た 2020年から 2024年の間に北大に通勤してい

た非常勤講師がおられる場合には、遡って通勤

手当が支給されることをお伝えいただければ幸

いです。         （書記長・岡坂） 

労使交渉によって非常勤講師に対する 

「出講手当」が創設されました！ 
～ 組合員の疑問が職場改善につながった好例！ ～ 
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 2月号・3月号の続報です。 

 本学文学研究院に所属する女性教員が大学の

アクションプランに基づき教授職へ昇進した際

に同講座に所属する教員からハラスメントを受

けた件について、正常な教育・研究活動の再開に

向けて所属講座に新研究室を設置することを目

指し、組合で支援を続けていましたが、残念なが

ら３月 14 日の教授会では新研究室設置は認め

られませんでした。ただし今回、新研究室の設置

候補先として文学執行部が挙げたのは「女性教

員の所属専攻内の、当初所属講座以外の講座」

（図の B・C 講座）であり、

「女性教員の当初所属講座」

（図のA講座）を環境調整（加

害教員と女性教員の距離が近

すぎる）の観点から早い段階

で候補から外していました。

組合も、新研究室設置をなる

べく滞りなく進めるためにこ

の調整を受けれてきました

が、所属専攻内の他講座にお

ける新研究室設置が否定され

たため、改めて「当初所属講

座」（図の A講座）へ新研究室

設置を求めていく方針を決め

ました。なお、4月 1日時点

での新研究室設置が認められ

なかったため、文学執行部は女性教員らの 4月

以降の所属を引き続き、所属専攻内の別講座（図

の B 講座）の研究室とする調整を行いました。

これにより、いわゆる「追い出し部屋」状態は一

定程度回避される形となりましたが、女性教員

らと指導学生の所属研究室が異なったり、専攻

内での役割が不安定である等の問題が依然とし

て生じています。これら問題を解決して女性教

員らの業務を正常化するべく、本組合は引き続

き支援を行っていきます。 

             （書記長・岡坂）

 

 

 

 

 

 

途中報告：文学研究院への新研究室設置の取り組み 

道労連

HP参照 

行事予定 

組合員を増やし、労働条件・職場環境改善を進めましょう 

https://www.dororen.gr.jp/_files/ugd/085f68_2cb41cfcc2624e25888eb124a5f0e2ef.pdf
https://hokudai-shokuso.sakura.ne.jp/htm/gyouji/20250503%E6%86%B2%E6%B3%95%E9%9B%86%E4%BC%9A.jpg

